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中
古
資
産
を
取
得
す
る
際
の

留
意
点
と
は

　
近
年
、
日
本
で
は
中
古
・
リ
ユ
ー
ス

市
場
が
拡
大
、
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
へ
の
取
組
み

な
ど
か
ら
、
新
品
資
産
の
購
入
で
は
な

く
中
古
資
産
を
利
用
す
る
選
択
肢
が
広

が
っ
て
い
ま
す
。

　
企
業
経
営
に
お
い
て
も
、
中
古
資
産

は
新
品
に
比
べ
て
値
段
が
安
い
場
合
が

多
く
、
初
期
投
資
を
安
く
抑
え
る
こ
と

が
で
き
る
メ
リ
ッ
ト
が
あ
り
ま
す
。

　
ま
た
、
詳
細
に
つ
い
て
は
後
述
し
ま

す
が
、
減
価
償
却
す
る
際
、
中
古
資
産

は
新
品
と
比
べ
て
短
い
耐
用
年
数
を
使

用
す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

そ
の
た
め
投
資
回
収
ま
で
の
期
間
が
短

く
、
た
と
え
ば
、
不
確
実
性
の
高
い
投

資
に
つ
い
て
は
、
中
古
資
産
を
利
用
す

る
こ
と
で
投
資
リ
ス
ク
を
抑
え
る
こ
と

も
可
能
だ
と
思
わ
れ
ま
す
。

　
企
業
が
固
定
資
産
を
取
得
し
た
場

合
、
そ
の
資
産
を
「
使
用
可
能
期
間
」

に
わ
た
り
資
産
価
値
の
減
少
に
合
わ
せ

て
費
用
計
上
す
る
「
減
価
償
却
」
と
い

う
会
計
処
理
を
行
な
い
ま
す
。

　
こ
の
使
用
可
能
期
間
は
、
本
来
、
企

業
が
自
己
の
固
定
資
産
に
つ
い
て
、
そ

の
特
殊
的
条
件
を
考
慮
し
て
自
主
的
に

決
定
す
る
も
の
で
す
。
ま
た
、
税
法
上

は
、
租
税
公
平
主
義
の
観
点
か
ら
定
め

ら
れ
た
「
法
定
耐
用
年
数
」
に
よ
り
、

　
他
方
で
、
中
古
資
産
は
、

新
品
と
比
べ
て
資
産
そ
の
も

の
の
寿
命
が
短
い
こ
と
や
、

早
期
に
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
費
用

が
発
生
す
る
可
能
性
が
あ
る

な
ど
の
デ
メ
リ
ッ
ト
も
想
定

さ
れ
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
に
、
中
古
資
産

に
つ
い
て
は
、
企
業
経
営
に

お
け
る
メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ

ッ
ト
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、

税
務
に
お
い
て
も
、
い
く
つ

か
留
意
す
べ
き
事
項
が
あ
り

ま
す
。

　
以
下
、
こ
れ
ら
に
つ
い
て

見
て
い
き
ま
す
。

新
品
資
産
の

耐
用
年
数
に
つ
い
て

減
価
償
却
費
を
計
算
す
る
こ
と
と
さ
れ

て
い
ま
す
。
な
お
実
務
上
は
、
会
計
処

理
に
お
い
て
も
管
理
に
手
間
が
か
か
る

な
ど
の
理
由
か
ら
使
用
可
能
期
間
の
見

積
も
り
を
行
な
わ
ず
、
法
定
耐
用
年
数

に
よ
り
減
価
償
却
費
を
計
算
す
る
こ
と

が
多
く
行
な
わ
れ
て
い
ま
す
。

　
な
お
、
こ
の
法
定
耐
用
年
数
は
、
資

産
そ
の
も
の
の
耐
久
年
数
（
寿
命
）
と

は
異
な
る
も
の
で
、
新
品
資
産
を
前
提

に
、
そ
の
資
産
の
構
造
や
用
途
に
応
じ

た
年
数
が
設
定
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の

た
め
、
法
定
耐
用
年
数
に
は
実
際
に
使

用
す
る
資
産
の
利
用
状
況
と
い
っ
た
個

別
の
事
情
は
勘
案
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。

　
そ
の
資
産
の
実
際
の
利
用
状
況
等
が

通
常
想
定
さ
れ
る
利
用
状
況
と
異
な

り
、
法
定
耐
用
年
数
と
比
べ
て
著
し
く

短
く
不
合
理
で
あ
る
場
合
に
は
、
個
別

に
国
税
局
長
へ
耐
用
年
数
の
短
縮
を
申

請
し
、
償
却
期
間
を
短
縮
す
る
手
続
き

を
行
な
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

中
古
資
産
の
耐
用
年
数

に
つ
い
て

　
新
品
資
産
は
、
原
則
と
し
て
法
定
耐

用
年
数
に
よ
り
減
価
償
却
費
の
計
算
を

行
な
う
こ
と
に
な
り
ま
す
が
、
一
般
に

中
古
資
産
は
新
品
資
産
と
比
べ
て
使
用

可
能
期
間
が
短
い
た
め
、
法
定
耐
用
年

中古資産は、新品に比べて値段が安いことが多く、
初期投資を低く抑えられるメリットがあります。
ここでは、中古資産を取得したときの減価償却の
計算方法と実務上の留意点をまとめました。

鐘ヶ江　輝臣
リブラ会計事務所
税理士
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数
で
は
な
く
、
中
古
資
産
の
耐
用
年
数

の
使
用
が
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
（
あ
く

ま
で
法
例
上
は
「
認
め
ら
れ
る
規
定
」

で
す
の
で
、
中
古
資
産
の
耐
用
年
数
の

使
用
を
強
制
し
て
い
る
わ
け
で
は
あ
り

ま
せ
ん
）。

　
ち
な
み
に
、
30
万
円
未
満
の
少
額
減

価
償
却
資
産
の
特
例
（
中
小
企
業
者
等

が
取
得
価
額
10
万
円
以
上
30
万
円
未
満

の
減
価
償
却
資
産
を
取
得
し
て
事
業
の

用
に
供
し
た
場
合
、
年
合
計
３
０
０
万

円
を
限
度
に
全
額
損
金
に
算
入
で
き
る

特
例
。
適
用
期
間
は
２
０
２
４
年
３
月

31
日
ま
で
）
や
一
括
償
却
資
産
の
規
定

（
取
得
価
額
10
万
円
以
上
20
万
円
未
満

の
資
産
を
３
年
間
で
均
等
償
却
す
る
こ

と
が
認
め
ら
れ
る
制
度
）
に
つ
い
て
も
、

そ
の
対
象
か
ら
中
古
資
産
を
除
外
す
る

規
定
は
あ
り
ま
せ
ん
の
で
、
新
品
と
同

じ
く
中
古
資
産
に
つ
い
て
も
、
そ
の
取

得
価
額
に
よ
り
こ
れ
ら
の
規
定
を
適
用

す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
中
古
資
産
の
耐
用
年
数
の
算
定
方
法

は
、
中
古
資
産
を
事
業
の
用
に
供
し
た

時
以
後
の
「
使
用
可
能
期
間
」
を
合
理

的
に
見
積
も
り
、
そ
の
年
数
を
そ
の
資

産
の
耐
用
年
数
と
す
る
方
法
（
以
下
、

「
見
積
法
」
と
い
い
ま
す
）
を
原
則
と

し
て
い
ま
す
（
図
表
１
）。
使
用
可
能

期
間
を
見
積
も
る
こ
と
が
困
難
な
も
の

に
つ
い
て
は
、
例
外
的
に
、
法
定
耐
用

年
数
や
経
過
年
数
に
よ
り
中
古
資
産
の

耐
用
年
数
を
算
定
す
る
方
法
（
以
下
、

「
簡
便
法
」
と
い
い
ま
す
）
が
認
め
ら

れ
て
い
ま
す
。

　
こ
れ
ら
の
方
法
で
は
、
前
述
し
た
よ

う
な
国
税
局
長
へ
の

耐
用
年
数
の
短
縮
等

の
申
請
・
手
続
き
は

不
要
で
す
。
企
業
の

意
思
に
よ
り
、
中
古

資
産
の
耐
用
年
数
を

使
用
す
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。

　
な
お
、
使
用
可
能

期
間
を
見
積
も
る
こ

と
が
困
難
な
も
の
と

は
、「
耐
用
年
数
の

算
定
に
特
別
な
調
査

が
必
要
で
あ
る
も

の
」
や
「
調
査
に
多

額
の
費
用
が
か
か
る

も
の
」
が
該
当
す
る

と
さ
れ
て
い
ま
す
。

し
た
が
っ
て
、
実
務

上
は
見
積
法
に
よ
り
中
古
資
産
の
耐
用

年
数
の
算
定
を
行
な
う
こ
と
は
ま
れ

で
、「
中
古
資
産
＝
簡
便
法
」
と
し
て

中
古
資
産
の
耐
用
年
数
を
算
定
す
る
こ

と
が
多
く
行
な
わ
れ
て
い
ま
す
。

実
務
上
の

留
意
点
と
は

　
前
述
し
た
と
お
り
、
実
務
上
は
「
中

古
資
産
＝
簡
便
法
」
で
中
古
資
産
の
耐

用
年
数
を
算
定
し
ま
す
が
、
次
の
よ
う

な
事
由
が
あ
る
場
合
に
は
、
簡
便
法
に

よ
る
中
古
資
産
の
耐
用
年
数
の
使
用

や
、
中
古
資
産
の
耐
用
年
数
そ
の
も
の

の
使
用
が
認
め
ら
れ
て
い
な
い
こ
と
に

留
意
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

⑴�

　中
古
資
産
に
多
額
の
資
本
的
支
出

が
あ
る
場
合

　
中
古
資
産
の
取
得
と
同
時
に
多
額
の

資
本
的
支
出
を
行
な
っ
た
場
合
、
中
古

資
産
の
耐
用
年
数
の
算
定
に
つ
い
て
留

意
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
た
と
え
ば
、
中
古
の
不
動
産
を
購
入

し
た
場
合
、
物
件
の
購
入
と
同
時
に
耐

震
補
強
や
リ
フ
ォ
ー
ム
等
の
工
事
を
行

な
う
こ
と
が
あ
る
と
思
い
ま
す
。
こ
れ

ら
の
工
事
に
よ
る
資
本
的
支
出
の
額
の

合
計
額
が
、
中
古
資
産
の
取
得
価
額

（
そ
の
資
産
の
購
入
価
額
等
の
合
計
額

を
い
い
ま
す
）
の
50
％
に
相
当
す
る
金

●見積法
　中古資産をその事業の用に供した時以後の使用可能期間の年数

●簡便法
　⑴　法定耐用年数の全部を経過した中古資産である場合
　　その法定耐用年数の20％に相当する年数

　⑵　法定耐用年数の一部を経過した中古資産である場合
　�　その法定耐用年数から経過した年数を差し引いた年数に経過年数
の20％に相当する年数を加えた年数

　　※１�　中古資産の経過年数が不明なときは、その構造、形式、表示
されている製作の時期等を勘案してその経過年数を適正に見
積もることができるとされています。

　　※２�　これらの計算により算出した年数に１年未満の端数があると
きは、その端数を切り捨て、その年数が２年に満たない場合に
は２年とします。

●簡便法の計算例
　⑴�　法定耐用年数が７年の中古資産で、法定耐用年数の全部を経
過した場合

　　・その法定耐用年数の20％に相当する年数
　　　７年×20%�＝�1.4年�→�２年（２年に満たないため２年）

　⑵�　法定耐用年数が10年の中古資産で、5.5年経過した時点で取
得した場合

　　①�法定耐用年数から経過した年数を差し引いた年数
　　　10年�−�5.5年�＝�4.5年
　　②�経過年数5.5年の20％に相当する年数
　　　5.5年×20%�＝�1.1年
　　③�中古資産の耐用年数（＝①＋②）
　　　4.5年�＋�1.1年�＝�5.6年�→�５年（１年未満の端数切捨て）

図表１　中古資産の耐用年数の算定方法および計算例
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額
を
超
え
る
と
き
は
、
簡
便
法
に
よ
る

中
古
資
産
の
耐
用
年
数
の
算
定
を
行
な

う
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

　
こ
の
場
合
、
原
則
的
な
方
法
で
あ
る

見
積
法
に
よ
り
中
古
資
産
の
耐
用
年
数

を
算
定
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
が
、
見

積
法
に
は
技
術
的
な
知
識
等
が
必
要
と

さ
れ
、
簡
易
に
実
施
す
る
こ
と
は
困
難

な
ケ
ー
ス
も
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。

　
そ
こ
で
、
図
表
２
の
算
式
に
よ
り
計

算
し
た
年
数
（
１
年
未
満
の
端
数
切
捨

て
）
を
そ
の
中
古
資
産
の
残
存
耐
用
年

数
と
す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
て
い
ま
す

（
以
下
、「
残
存
耐
用
年
数
法
」
と
い
い

ま
す
）。

　
ま
た
、
中
古
資
産
の
取
得
時
や
取
得

後
の
資
本
的
支
出
の
額
の
合
計
額
（
一

の
計
画
に
基
づ
い
て
支
出
し
た
資
本
的

支
出
の
場
合
に
は
、
そ
の
計
画
に
よ
る

資
本
的
支
出
の
合
計
額
）
が
、
中
古
資

産
の
再
取
得
価
額
（
同
等
の
建
物
の
建

て
直
し
や
、
新
た
に
購
入

す
る
の
に
必
要
な
価
額

で
、
中
古
資
産
の
取
得
価

額
で
は
あ
り
ま
せ
ん
）
の

50
％
に
相
当
す
る
金
額
を

超
え
る
と
き
は
、
実
質
的

に
新
品
を
取
得
し
た
も
の

と
同
様
と
認
め
ら
れ
る
こ

と
か
ら
、
中
古
資
産
の
耐

用
年
数
の
使
用
が
認
め
ら

れ
て
い
ま
せ
ん
。

　
し
た
が
っ
て
、
こ
の
場

合
の
中
古
資
産
の
耐
用
年

数
は
、
新
品
と
同
様
に
法

定
耐
用
年
数
が
適
用
さ
れ

ま
す
。

　「
中
古
資
産
に
対
す
る

資
本
的
支
出
の
額
」
と

「
耐
用
年
数
と
算
定
方

法
」
の
適
用
関
係
を
ま
と

め
た
の
が
図
表
３
で
す
。

⑵�

　中
古
の
無
形
減
価
償

却
資
産
の
場
合

　「
無
形
減
価
償
却
資

産
」
と
「
生
物
」
に
つ
い
て
は
、
簡
便

法
に
よ
る
中
古
資
産
の
耐
用
年
数
の
算

定
が
認
め
ら
れ
て
い
ま
せ
ん
。
こ
れ
ら

の
資
産
を
取
得
し
た
場
合
に
は
、
原
則

的
な
方
法
で
あ
る
見
積
法
に
よ
り
、
耐

用
年
数
を
算
定
す
る
こ
と
に
留
意
す
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
た
と
え
ば
、
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
を
中
古

で
取
得
す
る
こ
と
も
あ
る
と
思
い
ま
す

が
、
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
に
は
物
理
的
な
減

耗
が
な
く
、
そ
の
使
用
可
能
期
間
を
合

理
的
に
見
積
も
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る

ケ
ー
ス
が
多
い
と
思
わ
れ
ま
す
。
し
た

が
っ
て
、
一
般
に
中
古
の
ソ
フ
ト
ウ
ェ

ア
を
取
得
し
た
場
合
に
は
、
中
古
品
の

耐
用
年
数
に
よ
ら
ず
、
法
定
耐
用
年
数

を
使
用
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
ま
た
、
無
形
減
価
償
却
資
産
に
は
、

た
と
え
ば
、
特
許
権
や
商
標
権
な
ど
の

権
利
が
含
ま
れ
ま
す
。
こ
れ
ら
の
権
利

に
つ
い
て
も
簡
便
法
を
適
用
す
る
こ
と

は
で
き
ま
せ
ん
が
、
権
利
に
つ
い
て
は

法
律
上
存
続
期
間
（
特
許
権
の
存
続
期

間
は
特
許
出
願
の
日
か
ら
20
年
、
商
標

権
は
設
定
登
録
の
日
か
ら
10
年
）
が
存

在
し
ま
す
の
で
、
権
利
の
残
存
期
間
の

年
数
（
１
年
未
満
の
端
数
切
捨
て
）
が

中
古
資
産
の
耐
用
年
数
と
な
り
ま
す
。

⑶
　中
古
の
機
械
お
よ
び
装
置
の
場
合

　
機
械
お
よ
び
装
置
に
つ
い
て
は
、
原

則
と
し
て
中
古
資
産
の
耐
用
年
数
が
認

図表２　残存耐用年数法の算定方法および計算例

図表３　「中古資産に対する資本的支出の額」と「耐用年数の算定方法」

●算式

区分
中古資産に対する資本的支出の額

取得価額の50％以下 取得価額の50％超
再取得価額の50％以下 再取得価額の50％超

耐用年数の算定方法 見積法
簡便法

見積法
残存耐用年数法 法定耐用年数

●残存耐用年数法の計算例
　木造事務所用建物（法定耐用年数24年、経過年数10年）
　：1,000万円（再取得価額2,000万円）
　資本的支出：750万円
　① 残存耐用年数法の判定
　　1,000万円（取得価額）×50％ ＜ 750万円 → 簡便法の適用不可
　　2,000万円（再取得価額）×50% ＞ 750万円 → 残存耐用年数法の適用可

　② 残存耐用年数

=18.667年 → 18年（１年未満の端数切捨て）

÷ ＋
当該中古資産の取得
価額（資本的支出の
価額を含む）

当該中古資産の取得価額
（資本的支出の額を含まない）

当該中古資産につき簡便法によ
り算定した耐用年数

当該中古資産の
資本的支出の額

当該中古資産に係る
法定耐用年数

÷ ＋（1,000万円＋750万円）
1,000万円

24年－10年＋（10年×20％）

750万円

24年
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て
一
括
的
に
償
却
計
算
す
る
必
要
が
あ

り
ま
す
。

　

た
と
え
ば
、
複
数
の
機
械
お
よ
び
装

置
が
１
つ
の
生
産
ラ
イ
ン
と
し
て
一
体

と
な
っ
て
生
産
設
備
と
し
て
稼
働
し
て

い
る
場
合
に
は
、
そ
の
生
産
設
備
が
総

合
償
却
資
産
の
償
却
単
位
と
な
り
ま

す
。
そ
の
生
産
設
備
の
一
部
に
中
古
資

産
が
組
み
込
ま
れ
た
と
し
て
も
、
生
産

設
備
の
全
体
の
法
定
耐
用
年
数
に
影
響

が
あ
る
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

し
た
が
っ
て
、
そ
の
中
古
資
産
（
生

産
設
備
の
一
部
）
に
つ
い
て
、
中
古
資

産
の
耐
用
年
数
を
使
用
す
る
こ
と
は
認

め
ら
れ
な
い
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

た
だ
し
、
中
古
資
産
の
再
取
得
価
額

の
合
計
額
が
、
そ
の
中
古
資
産
を
含
め

た
生
産
設
備
全
体
の
再
取
得
価
額
の
合

計
額
の
お
お
む
ね
１
０
０
分
の
30
以
上

で
あ
る
場
合
に
は
、
中
古
資
産
が
生
産

設
備
の
相
当
部
分
を
占
め
て
い
る
と
考

え
ら
れ
ま
す
。

　

こ
の
場
合
に
は
、
図
表
４
の
算
式
に

よ
る
中
古
機
械
お
よ
び
装
置
の
耐
用
年

数
（
そ
の
年
数
に
１
年
未
満
の
端
数
が

あ
る
と
き
は
、
そ
の
端
数
を
切
り
捨

て
、
そ
の
年
数
が
２
年
に
満
た
な
い
場

合
に
は
、
２
年
と
す
る
）
を
使
用
す
る

こ
と
が
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

た
と
え
ば
、
飲
食
店
を
居
抜
き
で
取

得
す
る
よ
う
な
ケ
ー
ス
で
は
、
中
古
資

価
償
却
計
算
を
行
な
う
「
総
合
償
却
資

産
」
と
な
り
ま
す
。

　

つ
ま
り
、
総
合
償
却
資
産
の
場
合

は
、
そ
の
資
産
に
属
す
る
個
々
の
資
産

の
全
部
に
つ
き
、
そ
の
償
却
の
基
礎
と

な
る
価
額
を
個
々
の
資
産
の
全
部
を
総

合
し
て
定
め
ら
れ
た
耐
用
年
数
を
用
い

め
ら
れ
て
い
な
い
こ
と
に
留
意
す
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。

　

通
常
の
減
価
償
却
資
産
は
、
個
々
の

資
産
単
位
に
つ
い
て
個
別
的
に
減
価
償

却
計
算
を
行
な
う
「
個
別
償
却
資
産
」

で
あ
る
の
に
対
し
て
、
機
械
お
よ
び
装

置
と
一
部
の
構
築
物
は
、
一
括
的
に
減

産
の
再
取
得
価
額
の
合
計
額
が
生
産
設

備
全
体
の
再
取
得
価
額
の
合
計
額
の
お

お
む
ね
１
０
０
分
の
30
以
上
で
あ
る
と

考
え
ら
れ
ま
す
の
で
、
こ
の
よ
う
な
場

合
に
は
中
古
資
産
の
耐
用
年
数
を
使
用

で
き
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

⑷�

　
中
古
資
産
の
耐
用
年
数
の
選
択
時

期
　

中
古
資
産
の
耐
用
年
数
の
選
択
は
、

そ
の
中
古
資
産
を
事
業
の
用
に
供
し
た

事
業
年
度
に
お
い
て
選
択
す
る
こ
と
に

留
意
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

そ
の
中
古
資
産
を
事
業
の
用
に
供
し

た
事
業
年
度
に
お
い
て
法
定
耐
用
年
数

を
採
用
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
後
の
事

業
年
度
に
お
い
て
中
古
資
産
の
耐
用
年

数
に
変
更
す
る
こ
と
は
認
め
ら
れ
て
い

ま
せ
ん
。

＊
　
＊
　
＊

　

実
務
上
は
、
中
古
資
産
＝
簡
便
法
に

よ
り
中
古
資
産
の
耐
用
年
数
を
算
定
し

が
ち
で
す
が
、
必
ず
し
も
そ
う
な
ら
な

い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　

実
務
上
の
留
意
点
に
記
載
し
た
項
目

は
、
国
税
庁
の
タ
ッ
ク
ス
ア
ン
サ
ー
等

に
お
い
て
も
直
接
的
な
記
載
が
な
い
も

の
を
ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ
し
ま
し
た
の
で
、

実
務
上
見
落
と
し
て
い
る
こ
と
も
多
い

と
思
わ
れ
ま
す
。
こ
の
タ
イ
ミ
ン
グ
で

再
点
検
さ
れ
て
み
て
は
い
か
が
で
し
ょ

う
か
。　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

か
ね
が
え
　
て
る
お
み　

福
岡
市
博
多
区
の
リ
ブ
ラ
会
計
事
務
所
の
代
表
税
理
士
。
税
理
士
と
し
て
15
年
の
キ
ャ
リ
ア
を
有
し
、
ス
タ
ー
ト
ア

ッ
プ
や
中
堅
企
業
の
経
営
管
理
支
援
や
事
業
承
継
、富
裕
層
の
相
続
対
策
・
相
続
税
申
告
な
ど
の
幅
広
い
業
務
に
質
の
高
い
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
。

図表４　中古機械および装置の耐用年数の算式および計算例

●算式

区分 取得価額 法定耐用
年数 経過年数 見積耐用

年数 年要償却額

中古機械Ｂ 500万円 10年 5年 6年 83.3万円

中古機械Ｃ 300万円 10年 3年 7年 42.9万円

中古機械Ｄ 200万円 10年 10年 2年 100.0万円

計 1,000万円 − − − 226.2万円

●計算例
　新品機械Aの取得価額　3,000万円（再取得価額3,000万円）
　中古機械Bの取得価額	 500万円（再取得価額1,000万円）
　中古機械Cの取得価額	 300万円（再取得価額	 500万円）
　中古機械Dの取得価額	 200万円（再取得価額	 500万円）

① 設備の相当部分を占めるかどうかの判定
　2,000万円÷（2,000万円＋3,000万円）＝40% ＞30%
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→ 中古資産の耐用年数適用可

② 耐用年数の見積り

　1,000万円÷226.2万円 ＝ 4.421年 → ４年（１年未満の端数切捨て）

÷当該中古資産の
取得価額の合計額

当該中古資産を構成する個々の資産の全部につき、それぞれ
個々の資産の取得価額を当該個々の資産について使用可能と
見積もられる耐用年数で除して得た金額の合計額
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